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【首都圏】“90 年代バブル期”に年収倍率は急拡大、東京都ではピーク時に 18.12 倍を記録 

東京都における新築マンション価

格（70 ㎡換算）は、1980 年代後半

に急騰して 1990 年には 1 億 766

万円の高値を付け、年収倍率も

18.12 倍まで拡大した。価格高騰前

の 1985 年には 8.08 倍で、僅か 5

年で 10 ポイント以上も拡大してお

り、この時期における新築価格の

値付けが一次取得者である一般

勤労者の所得水準から如何にか

け離れていたのかがわかる。 

“90 年代バブル期”での価格高騰

と年収倍率の急拡大は周辺3県で

も発生しており、ピーク時には神奈

川県で 15.32 倍、埼玉県で 10.50

倍、千葉県で 10.48 倍を記録した。

東京都の年収倍率が突出している

こともさることながら、埼玉県や千

葉県でも 10 倍を超えており、ここ

最近の状況に比べると首都圏にお

けるマンション購入が一般勤労者

にとっては遥かに困難であったこと

が容易に想像できる。 

バブル崩壊を境に新築価格も一転

下落し、急拡大していた年収倍率

も縮小し始めたことで、年収倍率

は 1990 年代後半には“90 年代バ

ブル期”以前の水準まで戻してい

た。その後も不動産デフレ局面が

続いたことで、2000 年～2002 年に

はそれぞれ最低値を記録しており、

中長期的な観点から見れば首都

圏においては 2000 年頃が年収見

合いで最も新築マンションを購入し

やすかった時期であったと言える。 

東京カンテイ、1985 年～2013 年における新築マンション価格の「年収倍率」を公表 

中長期での平均的な年収倍率 東京都で 8.41 倍、大阪府で 6.19倍、愛知県で5.50倍

全ての主要エリアで固有の水準を有する 直近の年収倍率は平均的な水準から再び上振れへ 
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【近畿圏＆中部圏】京都府のピーク時は 18.36 倍で東京都を上回る 愛知県は 8.76 倍に留まる 

近畿圏や中部圏の主要エリアにお

ける年収倍率の変遷を見ると、首

都圏と同じく 1990 年にいずれも最

高値を記録している。その中でも

京都府では18.36倍と際立っており、

前述の東京都をも上回る水準であ

った。大阪府（13.87 倍）や兵庫県

（14.09 倍）では概ね 14 倍となって

おり、近畿圏でもこの時期に新築

価格と一般勤労者の平均年収との

間には大きな隔たりが生じていた

状況に変わりはなかった。 

一方、愛知県の年収倍率は 1990

年のピーク時でも 8.76 倍と 10倍を

下回っており、平均年収に対する

新築価格の高騰度合いは三大都

市圏の主要エリアの中でも比較的

小さく、福岡県（9.64 倍）や宮城県

（9.18 倍）をはじめとする地方圏の

主要エリア並みに留まっていた。 

年収倍率の最低値を記録した年は

いずれも 2001 年～2002 年で、時

期としては首都圏と概ね同じであ

ることから、2000 年頃に平均年収

に対して値頃感の強い新築マンシ

ョンの値付けが為されていたことは

三大都市圏の中では共通の現象

であったと考えられる。 

“90 年代バブル期”を除いた中長

期での平均的な年収倍率を算出し

たところ、東京都では8.41倍、大阪

では 6.19 倍などとなっており、全て

の主要エリアにおける平均的な年

収倍率は決して一律（例えばどの

エリアでも5倍前後）ではなく、それ

ぞれ固有の水準を有していることが確認できる。直近では平均年収に対して強気な価格設定が為された新築マンション

の供給が恒常化していることで、それぞれの年収倍率は再び平均年収倍率から上振れる度合いが強まってきている。


